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1. はじめに 

 
近年，地震や洪水等の大規模災害等のリスクが高まり，

地球温暖化により災害の性格も変化してきている．これ

ら自然災害により交通施設が被害を受けることも多く，

実際に第 3 セクターの高千穂鉄道は 2005 年の台風 14
号により，その被害規模の甚大さから，災害復旧の金銭

的な目処が立たずに廃止を余儀なくされた1)．このよう

に事業の継続に大きな影響を与え得る自然災害リスクへ

の対応は今後さらに重要となってくる．リスク補注）とは

人々の安心や企業・組織の活動をかく乱する要因であり，

リスクを少ないコストで抑えようとする行為をリスクマ

ネジメントと呼ぶ．リスク発生の未然防止・軽減を目的

とするのがリスクコントロールであり，リスク発生後の

金銭的な備えを行うことがリスクファイナンスである2)．

リスクファイナンスは，リスクの保有，移転，またはそ

の組み合わせにより資金を確保する．本論の研究対象は，

地震や台風などの自然災害に対するリスクファイナンス

と公的負担制度である．この理由として，リスクマネジ

メントの中でリスクコントロールについては政府の取組

が進展しているということが挙げられ，また，自然災害

を対象としたことについては，前述の通り，近年の大規

模災害等のリスクの高まりや，地球温暖化による災害の

性格の変化，また，これら大規模災害は発生確率が低く，

被害の規模が大きいため，統計も少なく保険原理がなじ

みにくい一方，近年，金融工学の進展によりリスクを分

散するしくみが多様化してきていることなどが挙げられ

る3)4)．さらに，交通施設の運営主体が民営化あるいは

PFI といった形で変化していることも背景の一つである．

後述のアンケートでは，近年脅威を増す新型インフルエ

ンザも言及している． 
以上から，本研究では，特に鉄道，空港，港湾につい

て自然災害に対するリスクファイナンスと公的負担制度

の現状と課題を把握することを目的とし，将来的には，

そのあり方についての具体的な提言に繋げる予定である．

なお，道路については先行研究があるため，研究対象か

ら外している． 
 

2. 先行研究と本研究の位置づけ 

 
道路経済研究所5)は，道路公団の民営化を契機として，

官民の役割分担が重視される中での道路施設の災害リス

クファイナンスを対象に，理論・実践での多面的な考察

を行っている．国土交通政策研究所6)7)は，現状の自然災

害リスクへの対応手法や近年の災害復旧費と損害保険支

払額の整理，従来の災害復旧制度や土木構造物保険の問

題について考察を行っているが，どちらかというと道路

や河川といった公共土木施設が念頭に置かれている．経

済産業省のリスクファイナンス研究会8)では様々なリス

クファイナンス手法が紹介されているが，交通施設に対

する考察はない．以上から，自然災害などの大規模リス

クに対するリスクファイナンス手法については，近年の

高度な金融手法も含め整理，分析されており，また，道

路については道路経済研究所の研究で深く調査，検討さ

れているが，鉄道・空港・港湾のリスクファイナンスに

ついては，その現状も含め，調査，検討が行われていな

いため，その研究の必要性，新規性は高いと考えられる． 
 
３．災害復旧負担補助制度の現状 

 

(1)地方自治体の施設 

本章では災害復旧負担補助制度の現状についてまとめ

る．まず，地方自治体運営施設が災害を受けた場合，地

方財政逼迫の下支えを目的に昭和 26 年に公共土木施設

災害復旧事業費国庫負担法（災害負担法）が制定され，

交通施設は道路，港湾が対象となっている9)．また，こ

の法律とは別に昭和 37 年には空港整備法（現在の空港

法）が制定され，災害復旧の国の負担が規定された．具

体的な国の負担率は，港湾は工事費に応じて工事費の 3
分の2から全額，空港は10分の8である． 

また，災害があるたびに特例法を制定すること

が問題視され，昭和 27 年に激甚災害に対処する
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ための特別の財政援助等に関する法律が制定され

た9)．激甚災害に指定されると，例えば港湾につ

いては 1～2 割の国庫負担率のかさ上げが行われ，

他にも農林水産関係の補助制度の地元負担を軽減

する措置等が講じられる．ただし，自治体管理空

港については，激甚災害制度の対象ではない． 
 

(2)地方公営企業 

次に同じ地方が運営する事業であっても，地方公営企

業については，原則，災害復旧の国庫負担補助制度はな

い．例えば，ガス事業については政府答弁においても

「事業に要する経費は料金収入で回収することが基本で

あるため，公営，私営を問わず，国庫補助制度は設けら

れていない」 （平成 20 年 4 月 22 日衆議院災害特委）

と述べられている．また，港湾のガントリークレーン等

も地方公営企業が運営しているため国庫負担補助制度は

ない．ただし例外は存在し，下水道などは災害負担法の

対象で，水道も水道法による国の特別な助成規定があり，

災害復旧に対する補助がなされる．また，本研究の対象

である鉄道については公営企業も補助対象である． 
 

(3)地方公共団体以外の施設 

地方公共団体以外の施設の中で民営鉄道については，

昭和 28 年に鉄道軌道整備法に災害復旧事業費補助制度

が制定され，民間事業者に直接国庫補助されるようにな

った．もともと地方の中小鉄道を想定していたものが，

平成２年の九州集中豪雨を契機に補助要件の緩和と補助

率の引き上げがなされ，場合により大手も対象になった

10)．ただし，激甚災害制度の対象ではない（激甚災害制

度の趣旨は地方公共団体の負担の適正化）．一方，同じ

ライフライン系の電気，ガス，通信は，民間事業者が行

うケースが多いが国庫補助制度は無い．鉄道の災害復旧

の補助率は国・自治体が各 4 分の 1 であるが，収益状況

の厳しい事業者に限るという条件がある．その他にも復

旧費が運営収入の 1 割以上であることや，被災路線の収

入では復旧費用の回収が困難であることなどの要件が存

在する． 
次に，地方公共団体以外の施設で鉄道以外のものにつ

いて述べる．港湾では，埠頭公社あるいは埠頭会社等が

運営する場合，国庫負担補助の規定は存在しない．また，

空港については，会社形態により運営されているのは，

成田，関空，中部であるが，それぞれの会社法において

出資もしくは無利子貸付による支援策が規定されている

ので，災害時にはこれらを活用する．このうち，成田は

段階的な完全民営化が決まっており，成田の会社法も最

終的には無くなる．その場合の国の支援の制度化が注目

される．また，羽田のように国が空港本体を管理してい

る場合でも，空港ビル会社は民間であり，災害時の国か

らの補助は行われない．これについての具体的事例を空

港と港湾で示す． 
まず，空港については，釧路空港（国管理）のビル会

社は第三セクターが運営しており，平成 15 年 9 月の十

勝沖地震により天井が落下したが，民間企業であるとい

うことで全額自己負担により復旧した．港湾については，

平成 17 年 3 月，福岡西方沖地震の際に博多港が被害を

受けた事例がある．第三セクター会社（博多港ふ頭株式

会社）により運営されている施設が被災した場合は当然

会社が対応する．国直轄施工部分については，博多港の

港湾管理者である市の負担も得ながら国が対応し，市所

有部分については通常では市が国の負担を得ながら対応

する．しかし災害査定に時間がかかると，早期復旧・応

急復旧に対応できず長期間のターミナル閉鎖による抜港

が懸念される。その事態を避けるため、会社側が応急的

に自己負担による補修を行った． 
 

(4)阪神淡路大震災の特例11)12) 

平成 7 年の阪神淡路大震災の際には，激甚制度では救

えない地方公共団体等への特別の財政援助として，阪神

淡路大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に

関する法律が作られた．交通施設では港湾が特例法の対

象となり，通常，事業者の全額負担となる公社の所有す

る岸壁について，国が 10 分の 8 を補助して復旧した．

また前述の通り，ガントリークレーンは災害負担法も激

甚法も対象とならないが，阪神特例では国庫から 2 分の

1 補助された．鉄道については補助率は変えず，被災路

×○○； 2/3~全額 （災害負担法）下水道

○×○；国庫補助率は要綱（水道法）上水道

×○○； 5/10～（農林水産施設補助法）農地

×○○； 2/3（公立学校災害負担法）公立学校

×○×私立学校

○×○；予算補助（要綱）医療機関
（公立等）

×××電気・ガス・通
信

×××；（機構経由で支援ありうる）高速道路会社

×○○；2/3~全額 （災害負担法）道路・河川
（自治体管理）

×××空港ビル会社

○××港湾
（埠頭公社・会社等）

○×○；1/4 （鉄道軌道整備法）鉄道

×××；（出資，無利子貸付による支援は
可能）

空港運営事業
者（成田等）

××○；8/10 （空港法）空港
（自治体管理）

○○○；2/3~全額 （災害負担法）港湾
（自治体管理）

阪神
特例

激甚
災害
（嵩上げ）

通常の災害復旧負担補助
（災害負担法，その他）
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（自治体管理）

×××空港ビル会社

○××港湾
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○×○；1/4 （鉄道軌道整備法）鉄道
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可能）

空港運営事業
者（成田等）

××○；8/10 （空港法）空港
（自治体管理）
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（自治体管理）

阪神
特例

激甚
災害
（嵩上げ）

通常の災害復旧負担補助
（災害負担法，その他）

表-1 災害復旧負担補助制度のまとめ（国負担補

助の有無と負担補助率） 

（災害対策制度研究会9)等を参考に作成） 



線の収益に係る基準の不適用など，要件緩和で JR など

にも適用可能とした（特例法ではなく鉄道軌道整備法施

行規則の改正で対応）．ただし実際には，JR 西日本，

阪急電鉄などの 4 事業者については開銀融資は受けたも

のの（事業費の2分の1），国の補助は受けなかった． 
 

(5)災害復旧負担補助制度のまとめ 

以上の災害復旧負担制度について表-１にまとめる．自

治体の管理するものについては概して国が手厚く負担を

する傾向がある．ただし空港については激甚災害制度に

よる負担率の嵩上げ対象とはなっていない．他の対象施

設と比較すると，空港についても対象とする可能性があ

りうる．また，鉄道は民間事業者が経営しているが，通

常の災害でも補助制度があるというのが特色である．交

通施設以外で，下水道・上水道への災害負担補助は手厚

い．また農地についても，最終的には農家に対する補助

という形になるが，非常に手厚く支援されている．学校

については，公立では通常の災害でも復旧補助があり，

私立でも通常の災害では制度がないが，激甚災害制度の

対象である．私立学校が激甚災害制度の対象となるなら

鉄道も対象となりうるという考え方もある．医療機関で

は法制度こそないが，民間であっても公的性格の強いも

のについては災害時に補助がなされる． 
 
４．リスクファイナンスの手法  

 
本章ではリスクファイナンスの手法の概要を述べる．

まず鉄道などで広く利用されているのが土木構造物保険

である．風水害による土木構造物の損害について復旧費

用を支払うものである．ただし，地震が対象外，また復

旧費用の支払いを受けると翌年の保険料が上がることが

特徴である13)14)． 
 また，企業で近年導入されている２つの手法を紹介す

る．一つ目は，証券化による資本市場へのリスク移転を

行う CATBOND であり，2008 年からＪＲ東日本も導

入している15)．これは，毎年一定の金額を保険会社に支

払うことで，一定規模以上の地震が発生した場合，被害

状況に関係なく金銭の支払いを受けられる方法である．  
二つ目は，特定のリスクに対するコミットメントライン

である．2008 年に JR 西日本で導入されている16)．これ

は平常時に銀行と借入予約契約を結び，手数料を払うこ

とで，リスクが顕在化したとき（JR 西日本の場合，京

阪神地区の大地震発生）に，定められた融資枠の範囲内

（JR 西日本の場合，1000 億円）での短期借り入れを可

能とする．以上も踏まえ，次章で紹介するアンケート調

査の設問設定を行った． 
 

５．リスクファイナンスの実施状況に関するアン

ケート調査 

 

(1)アンケートの概要 

我が国の交通事業者におけるリスクファイナンスの実

施状況の把握等を目的にアンケート調査を実施した．ア

ンケートの内容，対象等については表-2に示す． 

 

 

(2)リスクマネジメントの具体的方策の検討と実

施状況 

リスクマネジメントの具体的方策の検討と実施状況に

ついて図-1 に示す．鉄道では，「検討していない」，

「検討しているが実施していない」という事業者が半数

近い．特に，ファイナンスの確保については検討すらし

ていないという事業者が 3 割に上る．空港では「検討し

ていない」，「検討しているが実施していない」の割合

が更に高くなっており，港湾でも同様の傾向がみられる． 
 

(3)今後強化したいリスクマネジメントの具体的

方策 

表-2 アンケート調査の概要 

・鉄道（１７５社配布，８４社回答，４８．０％回収）

・空港（６９社配布，２６社回答，３７．７％回収）

・港湾（１２３社配布，３２社回答，２６．０％回収）
注）有効回答数は質問項目ごとに異なる

配布
数・
回収
率

・ 鉄道：普通鉄道事業者，モノレール事業者，新交通シ

ステム事業者，鉄道運輸機構

・ 空港：空港運営事業者，空港ターミナルビル会社

・ 港湾：埠頭公社，埠頭運営会社，民活事業対象事業者

対象

・2008年9～ 10 月
・郵送配布，回収

実施
時期

・ リスクマネジメントの必要性と具体的方策の実施状況

・ リスクファイナンス実施状況

・ 公的補助の問題点と過去の被災経験

内容

・鉄道（１７５社配布，８４社回答，４８．０％回収）

・空港（６９社配布，２６社回答，３７．７％回収）

・港湾（１２３社配布，３２社回答，２６．０％回収）
注）有効回答数は質問項目ごとに異なる

配布
数・
回収
率
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ステム事業者，鉄道運輸機構

・ 空港：空港運営事業者，空港ターミナルビル会社

・ 港湾：埠頭公社，埠頭運営会社，民活事業対象事業者

対象

・2008年9～ 10 月
・郵送配布，回収

実施
時期

・ リスクマネジメントの必要性と具体的方策の実施状況

・ リスクファイナンス実施状況

・ 公的補助の問題点と過去の被災経験

内容

図-1 リスクマネジメントの具体的方策の検討と実施状況 



今後強化したいリスクマネジメントの具体的方策につ

いて図-2 に示す．鉄道で特徴的であるのは，ファイナン

スの確保について，「今後の強化を考えている」，「や

や考えている」の割合が非常に少ない．空港ではファイ

ナンスの強化について，鉄道よりは若干多いが半数には

達していない．港湾についても空港と同様の傾向であり，

十分とはいえない現状である． 
 

(4)災害時の被害額の想定 

災害時の被害額の想定状況について図-3 に示す．最近

大流行が懸念されている新型インフルエンザについても

質問しているが，どの項目についても被害額を想定して

いる事業者は極めて少ない． 
 

(5)リスクファイナンスの状況 

具体的なリスクファイナンス実施状況について図-4 に

示す．いずれの施設でも自然災害について保険によるリ

スクファイナンスの実施率は高い．しかし地震について

は極めて低い．また，国・自治体からの支援に期待して

いる傾向が非常に強い．新型インフルエンザに関しては，

図-2 今後強化したいリスクマネジメントの具体的方策 

図-3 災害時の被害額の想定 

図-4 リスクファイナンスの実施状況（C・Dは「予定しているか」，Hは「期待しているか」を聞いている） 



その影響の未知性･不確実性により対策は各施設ともに

進んでいない．鉄道について保険の付保状況をさらに詳

しくみると（図-5），第 3 セクター鉄道が付保率 100%
で，これは第 3 セクター鉄道協議会等，団体保険の存在

が大きい．団体加入により単体に比べ 2 割程度保険料低

減が図られる14)．大地震については付保率が低く，これ

は保険料が高いことや，低い保険料であると限度額が低

いことが理由の 1 つと考えられ，大地震被害に対する復

旧資金の調達に苦労している様子が伺える．また，第 3
種鉄道（鉄道施設の保有者）と第２種鉄道（運行者）が

異なる場合，第 3 種鉄道が付保する場合と第 2 種鉄道が

付保する場合の両方が見られた．さらに，地域の鉄道を

支援するための基金が活用されている例がいくつか見ら

れた。これは地域交通体系の整備と地域の鉄道事業者の

経営の安定のために自治体が設立している基金（財源は

自治体と民間から拠出）で、交通体系整備や赤字補填以

外に，災害も含む不測の事故も対象となる場合がある．

甘木鉄道や土佐くろしお鉄道，あるいは平成筑豊鉄道と

いった事業者はこのような基金を活用し，災害復旧費用

を無利息の貸付金で賄ったり，基金から復旧費用の会社

負担分を充当するなどの対応をしている（表-3）． 
 

(6)公的補助の問題点や保険商品に関する意見 

公的補助の問題点についてもアンケートで質問した．

指摘された主な問題点を列挙すると，①民間企業は補助

の対象外である（ＰＦＩ事業者や港湾に関係する民間の

事業者），②現状復旧に限定されている（鉄道事業者），

③公的補助割合が低い（鉄道事業者），④補助要件が厳

しい（鉄道事業者），⑤手続きが煩雑である（鉄道事業

者），⑥制度そのものが良く分からない（鉄道事業者，

港湾関連事業者），等である．その他，阪神淡路大震災

における特別法による支援等，国からの措置を企業とし

て期待せざるを得ない，事前に公的補助の規模が想定で

きない，といった意見もある． 
保険商品への意見としては，①土木構造物保険の団体

保険料が零細企業にとって重い負担であり，国の主導や

支援による保険料負担の軽い保険制度の創設が必要（第

三セクター鉄道），②地震保険の引受限度額が制限され

ているため，再調達価額を保険で充分にカバーすること

ができない（空港ビル），③保険を付ける側，保険を受

ける側の双方が，複数の企業で対応する仕組み・制度に

ついて国などの公的機関主導での検討が必要（港湾），

といった意見が挙げられた． 
 

(7)アンケート調査結果のまとめ 

アンケート結果をまとめると，まず，リスクファイナ

ンスへの対応で特に地震に対する対応が十分ではない．

また，国や自治体からの支援への期待が非常に大きいこ

とも特徴的であった．保険については保険料が高いとい

う意見も多いが，団体保険により保険料を割安にする例

もあり，国や自治体も関与しながら従来型の保険システ

ムについて検討する余地がある．また，新しい金融商品

は，認知度，普及度ともに非常に低いため，幾つかの先

進的な導入事例も参考にし，その利活用方法の検討や啓

蒙・普及活動の必要がある．その他，第二種鉄道と第三

種鉄道の保険加入の例のように，複数の事業者等が関与

し，責任関係が複雑なケースがあることが分かった． 
 
６．論点の提示と今後の研究の方向性 

 
以上の既存制度の整理とアンケート結果から，交通施

設の災害復旧に対するリスクファイナンスと公的負担制

度についての論点を提示して，今後の研究方向を示す． 
 

(1)災害復旧に対する国の支援の考え方の明確化 

まず災害復旧に対する国の支援の考え方を明確にする

ということが重要である．参考になるのが被災者支援の

法制17)である．阪神淡路大震災以降に被災者の生活再建

のために，平成 10 年に被災者生活再建支援法が制定さ

れ，国の指定した基金の支給する支援金の半分を国が支

援する制度が設立された．しかし，当初の制度では住宅

本体の建設ができないといった使い勝手の悪さが存在し，

表-3 地域鉄道を支援するための基金の活用

2005年8月の風水害（176.6万円）：

基金から全額充当

田川市等三線沿線地域交通体系
整備事業基金：平成筑豊鉄道

2003年12月の風水害（3.0億円）：

会社負担1.6億円を基金から全額充当

四万十市鉄道経営助成基金：

土佐くろしお鉄道

2006年7月の風水害（1.26億円）：

会社負担0.17億円を基金からの無利

息長期貸付金で賄う

朝倉市地域交通体系整備基金：
甘木鉄道

2005年8月の風水害（176.6万円）：

基金から全額充当

田川市等三線沿線地域交通体系
整備事業基金：平成筑豊鉄道

2003年12月の風水害（3.0億円）：

会社負担1.6億円を基金から全額充当

四万十市鉄道経営助成基金：

土佐くろしお鉄道

2006年7月の風水害（1.26億円）：

会社負担0.17億円を基金からの無利

息長期貸付金で賄う

朝倉市地域交通体系整備基金：
甘木鉄道

図-5 鉄道事業者の保険の付保状況 



平成 19 年に内閣府の「被災者生活再建支援制度に関す

る検討会」で議論がなされた結果，使途を限定しない定

額渡し切りの支援制度に改正された．また，年収要件の

撤廃もなされた．これについては，「個人資産の形成に

税金投入できないという従来の政府見解に対して風穴を

開けた」18)との評価がなされている． 
このような状況の変化を考えると，本研究で対象とし

ている交通施設のように，公共性が高く，国民生活に不

可欠なインフラに対する国の支援のあり方について，白

紙で検討する可能性も考えられる．予算制約も踏まえ，

被災者支援制度のように，国全体で整合性の取れた議論

が求められる．当然，交通施設に限らず他のインフラ施

設の問題も併せて検討する必要もある．民間の維持管理

インセンティブを奪わない制度設計も必要である． 
 

(2)保険システムへの国の関与の必要性 

保険システムへの国の関与について，災害復旧事業費

補助の過去の実績では，相当程度の負担がなされている．

一方，現行保険についても問題点が挙げられており，土

木構造物保険では地震が免責であることや，特約保険で

は加入者にとって料率が高く限度額が低いといった問題

がある．よって，災害時の国の負担を増やさず，モラル

ハザードを避ける観点からも，国が再保険を引き受ける

など，何らかの関与が必要と考えられる（公的な再保険

スキームの必要性は，道経研5)や斎藤19)でも指摘されて

いる）．保険システムへの国の関与の実例として，地震

保険制度と，貿易保険制度が挙げられる22)23)24)．これら

先例も参考にしながら制度設計する必要がある． 
 

(3)民営化に際しての考え方の整理 

民営化に際しての考え方も今後重要となる．災害復旧

の実施について責任関係が不明確とならない民営化が重

要である．高速道路の例では，公団民営化後，高速道路

資産を保有する機構とそれを利用する高速道路会社は完

全に分離されていて，「誰が高速道路や本四架橋の保有

者なのか」が全く曖昧な組織体となっており，自然災害

リスク管理が抜け落ちているとの指摘もされている25)．

民営化の趣旨を踏まえ，民営化後の国の支援策について，

災害リスクを過度に民間に負わせることによる高コスト

化回避も考慮し検討する必要がある． 
 

(4)その他 

その他の論点としては，アンケート調査の中で，制度

自体が分からない，金融商品についても知識がないとい

った意見があったことを踏まえると，国や事業者団体に

よる情報提供と啓蒙が必要である．また，所有者と運営

者（またはPFI 等における官と民）の間で明確かつ的確

な災害リスク分担についての検討が必要である．PFI 事

業者の中には，不可抗力リスクを負わされたことに不満

を訴えている者も存在する（観光施設等）26)．この他，

地域に必要な交通施設は地域で支える仕組みが必要（地

域交通体系整備基金の活用例）という論点もある． 
 

(5)今後の研究の方向性 

今後の研究としては，アンケートの更なる分析による

課題の抽出，保険についての国の関与の具体的なあり方

についての国・地方自治体・保険会社等の意見を踏まえ

た検討，リスクファイナンス商品の活用や普及の可能性

の検討，政策金融や税制優遇措置の現状把握，既存不適

格施設の扱いや原形復旧主義についての考察，などが挙

げられる． 
 
補注）経済理論では，不確実性の中でも，過去の前例などか
ら客観的に生起確率を測定し得る（確率分布が分かる）事象
を「リスク」とし，逆に生起確率が分からない，生起するか
どうかも分からない（確率分布を測定し得ない）事象を「真
の不確実性（ナイトの不確実性）」とする考え方がある．本
研究では，研究対象としている自然災害について，その生起
確率の測定可能性に関わらず，広義の「リスク」と呼ぶ． 
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